
加入国際学術団体に関する調査票 

 
 

１ 国際学術団体活動状況（内規第 11条 活動報告） 
団

体

名 

和 国際経済史協会 
英 International Economic History Association （略称 IEHA） 

団体 HP（URL） http://www.ieha-wehc.org/ 
（日本学術会議が加盟していることの記載 有） 

国際学術団体における最近

のトピックについて 
（学術の進歩、当該団体の推

進体制の変化、国際機関・政

府・社会との関わり方等） 

経済史学は経済学と歴史学の境界に位置する領域であり、

近年より高いレベルでの両分野の融合が進んでいる。 
推進体制としては、2018 年まで、日本の研究者（岡崎哲二 

東京大学）が会長を務め、同年から名誉会長となっている。現

在、会長はアメリカ・MIT の女性研究者が務めている。事務

局長は、2022 年にヘルシンキ大学教授からロンドン・スクー

ル・オブ・エコノミクス（LSE）の女性研究者（Lecturer）に

交代する予定であるが、財務会計及び学会の本部は引き続き、

オランダに置かれる。 
国際学会として、ここ数年来の最も大きな試練は、コロナ禍

による人的交流の停止であった。3 年に一度開催されてきた世

界大会（世界経済史会議、下記参照）も、予定されていた 2021
年 7 月から 2022 年 7 月に延期された。 

2022 年に入り、ポスト・コロナに向かう中で、対面での国

際学術交流が徐々に再開されるに当たり、この間進められて

きた、オンラインでのミーティング・対話の利便性を維持しつ

つ、対面での世界経済史会議の開催を、より完成度の高い論文

報告が期待できる 4 年周期とする可能性も、理事会・WEHC 改

革検討小委員会及び理事会で検討されている（2022 年 2 月）。 
当該国際学術団体の対応す

る分野の学術の進歩に貢献

した事例 

3 年に一度、世界の各都市で World Economic History 
Congress(世界経済史会議、WEHC)という世界大会を主催し

ている。通例 1000-1400 名の経済史・同関連分野の研究者が

参加する。2015 年度は京都、2018 年度はボストンで開催さ

れ、2022 年度はパリで開催される。 
この学術大会は、上述の、高レベルでの経済学と歴史学の融

合を促進し、発信する場となっている。例えば、2015 年に京

都で開催された第 17 回世界経済史会議では、2019 年度ノー

ベル経済学賞を受賞することになる世界的な経済学者アビジ

ット・バナジー教授（MIT）の他、スタンフォード大学のアブ

ナー・グライフ教授、Warwick 大学のニコラス・クラフト教

授をプレナリーセッションのパネリストに迎え、副会長を務

めていた岡崎哲二教授の司会によって、大会のテーマである

Diversity of Development（経済発展の多様性）について、開

発経済学と経済史学が交差する研究領域を提示した。 
政策提言や世界の潮流にな

りそうな研究テーマ・研究方

過去数年間、世界が対峙した最も深刻な危機は、コロナウィ

ルス感染症の蔓延と、それに伴う社会・経済活動の停滞であっ



式・研究助成方式等について 
 

た。今回の危機を踏まえて、未来に向けての施策を模索するに

当たって、パンデミックは数十年、数百年に一度の事象であ

り、十分なデータを得るためには歴史的なアプローチが必要

となる。1918-20 年のスペイン風邪等について、その経済的影

響を検証する研究が世界各地で行われている。今後、世界経済

史会議をはじめとする、IEHA が提供する研究プラットフォー

ムを介して、国際的に研究が展開されることが期待される。 
コロナ禍で 1年の延期を余儀なくされた第 19回世界経済史

会議が、2022 年 7 月にパリで開催される。そこでの共通論題

は、「資源（Resource）」である。過去から現在、未来に至る経

済、社会、文化、そして環境を架橋する問題として、「資源」

が設定され、自然資源とその加工、再生可能エネルギーの在り

方、資源の発見・利用・制限、といった、人間の社会経済と自

然環境・エネルギーの関係の在り方を、多角的かつ長期的に探

究することが提唱されている。 
持続可能な社会経済の在り方が、特に資源エネルギーとの

関係で、日本内外で喫緊の政治的・社会的課題となっており、

また、「人新世」（人類が地球の生態系や気候に大きな影響を及

ぼすようになった時代）が気候変動との関係で大きな関心を

集めている現代社会において、経済史研究者が提供する知見

は、学術的成果のみならず、政策提言や社会規範の形成に大き

なインパクトを有するものである。 
また、第 19 回世界経済史会議では、若手研究者を対象とし

たコンペティションとして、初めて、「デジタル・ヒューマニ

ティーズ・プロジェクト部門」が設けられた。「サイエンス・

アウトリーチ」（アプリやコンピューターグラフィックなど、

デジタル技術を使った研究教育の発信）と「リサーチ」（デー

タベースや可視化、地理情報システムなどのデジタル分析ツ

ールを利用した研究成果）のそれぞれのサブ部門で、賞を授与

する。デジタルサイエンスとしての経済史研究の先端的な研

究方法を、若手研究者を中核として振興していく上で、有効な

試みとなっている。 
日本人役員によるイニシア

ティブ事項や日本からの参

加によって進展や成果があ

ったものについて 
 

IEHA では数十年前から日本人が理事を務めており、2012
年～2015 年は副会長、2015～2018 年は会長、2018 年以降は

名誉会長を務めている。さまざまな分野の国際学会の中で日

本人のプレゼンスの高い学会と考えられる。そのイニシアテ

ィブの下で、2015 年、アジアで初めて世界経済史会議が京都

で開催された。同会議の共通論題 Diversity of Development
は、従来の欧米をモデルとした発展モデルを、よりグローバル

な比較の中に展開させる先駆的な試みとなった。 
以後も、日本からは 19 人の理事のうち 2 名を理事会で占

め、アジアからは中国と並ぶ代表国となっている。日本からの

代表理事は、理事会と大会の改革に関する委員会に参画し、ア

ジア諸国からの理事の追加に関する提言などを通じて、学会



をより国際的に開かれた組織にするべく貢献している。 
加入していることによる日

本学術会議、学会、日本国民

への変化やメリットについ

て 

学会：IEHA の活動は、メンバー各国代表からの分担金に基づ

き、国際的に経済史研究を発展させることを目指している。世

界経済史会議をはじめとする活発な研究活動により、日本の

関連の諸学会に所属する日本人研究者は大きな恩恵を被って

いる。特に上述の「資源」をめぐる問題といった、現代社会の

問題にも応えて、活発に研究が進められている領域の研究成

果の提示という点で、大きく貢献しているところである。更に

個々の研究者による国際的な研究活動への参加や、外国人研

究者との交流などは、全体として日本における経済史分野の

研究、教育を国際水準に引き上げている。 
日本学術会議：経済発展は、資源賦存や径路依存といった各地

域・各国における個別の条件と同時に、世界規模での環境やエ

ネルギー問題とも深く関係している。日本国民の福利厚生の

向上とグローバルな持続可能性を追求する日本学術会議も、

こうした多元的関係性の中で、問題を捉えることとなる。人間

社会の生存の在り方を長期的視点から検討する経済史研究か

らの研究成果や問題提起が、日本学術会議と関係する多くの

研究分野に有益であることは論を俟たないが、近年の事例で

は、中核的なプロジェクトであるフューチャーアースで、経済

史研究者が大きな役割を果たしたことも指摘できよう。こう

した貢献は、経済史研究者が、国際的な研究組織に参画し、そ

こで議論されている先端的な問題をリアルタイムで共有して

いることによって、可能となっている。 
日本国民：日本国民が、多様性を備え内外の変化への高い対応

力（レジリエンス）を有する社会の実現を追求する中で、経済

史研究は、世界経済の関係性の来歴と、各地域・各国の多様な

社会経済の在り方に関する深い理解を促すものである。この

ことは、若い世代の教育に関係して、特に重要な意義を有す

る。例えば、高校教育でも、グローバルな認識を醸成すること

を目指して、従来の日本史と世界史の枠組みを越える新たな

科目として「歴史総合」を導入することとなった。こうした新

たな視点からの教育を、国際的な知見を取り入れた真の学び

の機会とするためには、日本の研究者が国際的組織に参画し、

研究の動向を知悉していることが不可欠である。経済史研究

の進展は、国民のグローバル・リテラシーの向上のみならず、

教育の問題とも大きく関係している。 
その他（若手研究者・女性研

究者育成法、科学者の倫理に

関する当該国際学術団体の

基本方針や憲章、資金提供ソ

ースの発掘における画期的

な方策等の特記事項など） 

IEHA および経済史分野では女性研究者が大きな役割を担

っている。2012 年～2021 年の 10 年間のうち、7 年間は女性

研究者が会長を務めており、今後も 2025 年まで女性研究者が

会長を務める予定である。 
WEHC では、博士論文コンペティションを、前近代、長期

の 19 世紀、20 世紀の三部門について設け、卓越した論文を表

彰している。ポスター・セッションでも優秀な作品には賞を授



与していることと併せて、若手研究者の積極的な研究発信を

促すと同時に、研究成果の出版の可能性を高める役割も果た

している。博士論文コンペティションで、各部門の最終選考に

残った 3 名には、実行委員会が旅費を提供し、大会でのプレ

ゼンテーションの機会を与えている。その他、実行委員会は、

一般の若手研究者に向けても、大会参加助成を行っている。 
また、対面とリモートを併せたハイブリッドで行われる第

19 回大会では、聴覚障害者に向けて配信画面にキャプション

を付けることも検討されている（2021 年 IEHA 理事会）。 
 
２ 今後の予定について（内規第 11条 活動報告） 

総会、理事会の日本開催の予

定について（招致等の予定も

含め） 

当面はない。 

日本人の役員立候補等の予

定について 
名誉会長（現職）、理事（現職） 

現在、検討中の日本からの提

言や推進するプロジェクト

等の動きについて 

当面はない。 

 

３ 国際学術団体会議開催状況（内規第 11条 活動報告） 
総会・

理事

会・各

種委員

会等の

状況 
 

総会開催状況 

 

2018 年（開催地：ボストン） 

 

理事会・役員

会等開催状況 

2016 年（開催地：ボストン） 

2017 年（開催地：アムステルダム） 

2018 年（開催地：ボストン） 

2019 年（開催地：パリ） 

2021 年（オンライン開催） 

2022 年（開催地：パリ） 

各種委員会

開催状況 
理事会・WEHC 改革検討小委員会（2022 年 2 月 オンライン） 

理事会（2022 年 7 月、予定） 

研究集会・会

議等開催状

況 

2016 年（開催地：ボストン） 

2017 年（開催地：アムステルダム） 

2018 年（開催地：ボストン） 

2019 年（開催地：パリ） 

2021 年（オンライン開催） 

2022 年（開催地：パリ） 



上記会議等への日本人

の参加・出席状況及び

予定 

2018 年総会 3 名（うち代表派遣 1 名：古田和子） 
2016 年理事会 1 名、 
2017 年理事会 1 名 
2018 年理事会 2 名 
2019 年理事会 2 名 
2018 年世界経済史会議（ボストン）約 100 名 
 

国際学術団体における

日本人の役員等への就

任状況 

役職名 役職就任期間 氏名 会員、連携会員の別 

会長 2015～2018 岡崎哲二 (24･25 期）会員 
名誉会長 2018～2022 岡崎哲二 (24・25 期）会員 
理事 2018～2022 城山智子 (24・25 期）連携 

出版物 
１ 定期的（年 1 回） 主な出版物名 Newsletter 
 

２ 不定期（    ） 主な出版物名 

活動状況が分かる年次報告等があれば添付又は URL を記載 

  （http://www.ieha-wehc.org/newsletters.html) 

 

４ 国際学術団体に関する基礎的事項（内規第 3条、4条、5条） 



 

国
内
委
員
会
（
内
規
４
条
第
３
号
） 

委員会名 経済学委員会・IEHA 分科会 

委員長名 岡崎哲二 

当期の活動状況 

（開催日時 主な審議事項等） 
2021 年 1 月 21 日  
 役員の決定について 
 2022 年 WEHC の準備状況について  
 
 

内
規
第
３
（
国
際
学
術
団
体
の
要
件
関
係
） 

国際学術交流を目的とする非政府的かつ非営利的団体である 

１．該当する 

※根拠となる定款・規程等の添付又は URL を記載 

（http://www.ieha-wehc.org/statutes.html) 
 各国の公的学術機関及び学術研究団体等が国際学術団体に国を代表する資格を有して

加入するものが、主たる構成員となっている（主たる構成員が、いわゆる「国家会員」で

あるか否か） 

 

１．該当する 
 
※根拠となる資料の添付又は URL を記載 

（http://www.ieha-wehc.org/member-associations.html) 

下記の事項（ア～エ）のいずれか一つに該当するか（該当するものに○印） 

ア 個々の学術の専門分野における統一的かつ世界的な組織を有するもの 

10 ヵ国を超える各国代表会員が加入している 
１．該当する  

加入国数及び

主要な各国代

表会員を 

10 記載 

（35 ヶ国） 
・各国代表会員名／国名 

Asociacion Argentina de Historia Economica（アルゼンチン） 
Associação Brasileira de Pesquisadores em História Econômica（ブ

ラジル） 
Canadian Network for Economic History (カナダ) 
Economic History Association (US) （アメリカ） 
Economic History Society of Australia and New Zealand Inc.（オー

ストラリア、ニュージーランド） 
Chinese Association for Economic History Studies（中国） 
Indian Economic and Social History Association（インド） 
Economic History Society of Southern Africa（南アフリカ） 
Association Française d'Histoire Économique (AFHE)（フランス） 
Economic History Society (UK) (英国) 


